
は、かながわ未来神奈川県議会議員団を代表し、

今定例会に提案された定県第８５号議案 「令和７

年度神奈川県一般会計補正予算（第３号）」 及びその他

の諸議案等について、 所管常任委員会での審査結果を

踏まえ、 討論を行います。

　県政はいま、 経済 ・ 社会の構造変化や財政の制約な

ど、 かつてない課題の渦中にあります。 日産自動車追

浜工場の生産終了や米国関税措置の強化といった経

済 ・ 産業構造の変化は、 地域社会に大きな影響を与え

ることが懸念されます。 また、 県民の安全を揺るがす

痛ましい事件の発生や、 県民生活を圧迫し続ける物価

高騰、 県財政における大幅な財源不足の見通しなど、

社会 ・ 経済 ・ 財政のあらゆる分野で不確実性が高まっ

ています。 こうした状況のもと、 県政には、 県民の暮

らしをしっかりと支える対応と、 将来を見据えた持続

可能な地域社会の構築がこれまで以上に求められま

す。 行政には、 柔軟性と戦略性を高め、 未来志向で、

先を見通した政策を積極的に展開する姿勢を強く期待

し、 討論に入ります。

　まず、  「令和8年度予算編成方針について」  です。

　予算編成においては

毎年多額の財源不足

からのスタートとなっ

て お り、 来 年 度 に つ

いても限られた財源を

最大限に有効活用す

る こ と が 求 め ら れ ま

す。 既存事業の成果

や効率性を検証し、

必要性の低い事業の整理を行うとともに、 県民の暮ら

しや地域経済に直結する真に必要な事業に重点投資を

行うことを求めます。 また、 限られた財源の中で成果

を最大化するための 「スクラップ ・ アンド ・ ビルド」 を

徹底し、 既存事業の見直しと新規事業の優先順位を明

確にした上で、 県民に成果が分かりやすく示される予

算の編成を求めます。 さらに、 過去の決算額や不用額

の推移を踏まえた精緻な予算見積もりを行い、 デジタ

ル化や民間活力の活用による事務の効率化やコスト削

減により、 限られた人的 ・ 財政資源を最大限活用でき

る仕組みの構築を求めます。

　次に、  「人身安全関連事案について」  です。

川崎市内におけるストーカー事案等に対する検証によ

って、 本事案の対応におけるいくつもの不適切な点が

明らかになりました。 今回の事案が、 警察の体制全体

に課題があったことを踏まえ、 今後は対処体制の一層

の強化が急務です。 その際、 現場警察官の負担が今以

上増えることのないよう、 組織を挙げて改善に努め、

同様の事案で助けを求める県民が二度とこのような被

害にあうことがないよう求めます。 また県では、 特別

チームを立ち上げて、 ワンストップで支援につながる仕

vol.
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組みづくりを検討するとのことですので、 今後は関係

行政機関との連携を強化するよう重ねて求めます。

　次に、  「GREEN×EXPO２０２７におけるミュー
ジカル事業について」  です。

オリジナルミュージカル出展事業については、 多額の

県費を投じる以上、 費用に見合う効果を十分に発揮で

きるよう、 より一層の工夫と検証が求められます。

「Vibrant INOCHI」 の理念発信の手段として採用さ

れたとはいえ、 上演に対応する催事場の建設費や制

作 ・ 上演費を合わせると総額で約12億円に上り、 そ

の活用方法や発信効果を丁寧に検証していくことが重

要と考えます。 より多くの方に理念を届けるため、 ラ

イブ ・ 映像上演の拡充やミュージカル以外のコンテンツ

の充実を図るとともに費用対効果の観点から事業内容

をしっかりと精査し、 投じた予算に見合う成果が得ら

れるよう徹底した取組を強く求めます。

　次に、  「かながわ水源環境保全・再生基本計画（素
案）について」  です。

令和8年度末に計画期間が終了することから現在、 令

和９年度以降の水源環境保全 ・ 再生施策に係わる新た

な計画の策定を進めており、 将来にわたり県民が必要

とする良質な水を安定確保するために水源環境の保全

と再生に資する取組は今後も必要であると考えます。

今後、 実行５か年計画の案を今年１２月までに策定して

いくこととなりますが、 事業の具体的な運用を含め、

引き続き市町村や関係団体の意見をしっかりと聞きな

がら検討を進めるよう求めます。 加えて、 県内水源保

全地域の集落周辺の里山林においては、 人家近くの危

険木の放置や有害鳥獣の出没など、 様々な課題が生じ

てきている状況があり、 こうした里山林の整備につい

ても、 水源環境の保全 ・ 再生を進めていく上でしっか

りと取り組むことを求めます。

　次に、  「新たな地方独立行政法人の設立について」  
です。

中井やまゆり園の独立行政法人化まで半年を切り、 今

後は家族会への対応だけでなく、 不安や心配のある全

ての利用者 ・ ご家族それぞれの状況に寄り添った対応

を求めます。 また、 独立行政法人化について常任委員

会の中で「アクションプランを継承発展させる、 日中活

動の開拓を進める、 グループホームに移行された方へ

のフォローアップを行う」などの答弁がありました。 当

事者目線の支援や地域共生社会の実現を目的とした法

人であることを忘れず、 中井やまゆり園が風通しの良

い体制の中で、 利用者が尊厳をもって安心して安全に

生活できる場となること、 また一人一人の人生をしっ

かりと支援することを求めます。 さらに、 データに深

く関わるような人材を組織に配置し、 利用者のよろこ

びにつながる再現性のある福祉科学の研究の推進を求

めます。

　次に、  「米国関税措置及び、日産自動車の生産縮
小に向けた取組について」 です。

米国の関税強化や日産自動車の生産縮小など、 県内自

動車関連産業を取り巻く環境は不透明さを増していま

す。 中小サプライヤーの状況把握を継続し、 アンケート

調査を定期的に実施するなど、 実態を的確に捉えるこ

とが重要です。 また、 今回の９月補正予算では、 小規

模企業者等設備貸与制度の拡充が図られ、 燃料費削減

などの生産性向上や貸倒れ率が0.2％と低水準に抑え

られているなどが報告されました。 現在、 制度を利用

する業種の７割を占める製造業 ・ 建設業にとどまらず、

他分野にも活用を広げ、 需要の高まりに対応した柔軟

な運用を求めます。

　最後に、  「県立高校の統廃合について」  です。

今定例会では県立高校改革実施計画第Ⅲ期の期外計画

として4組8校の再編 ・ 統合案が示され、 かつて１６５

校あった県立高校は、 平成１２年の県立高校改革推進

計画以降、 ４０校を超える学校が削減される見通しと

なりました。 県内には高校が設置されていない町村が

７つ、 また一校のみの自治体も１０市町あり、 人口減少

が進む地域では教育環境の確保や地域バランスへの配

慮も必要です。 こうした地域においては、 学校のさら

なる魅力化を図り、 クラス規模を小さくした手厚い教

育を特色とするなど、 新たな施策を進めるよう求めま

す。 また、 国の審議状況も注視しつつ新たな教育施策

を検討し、 今後の再編統合については特に慎重に行う

ことを強く求めます。

　以上、 意見、 要望を申し上げ、 今定例会に提案され

た定県第８５号議案「令和７年度神奈川県一般会計補正

予算（第３号）」及び、 その他の諸議案に賛成すること

を表明し、 討論を終わります。

※本文中にある定県第８５号議案「令和７年度神奈川県一般会計補正予算（第３号）」ほか、 かながわ水源

　　環境保全 ・ 再生基本計画（素案）などについては、 県のHPで確認することができます。


